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令和６年度版　指定一般相談支援事業者　自主点検表

運営指導日 令和 午前　・　午後

連絡先

管理者
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所
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相談支援専門員

ＴＥＬ

ＦＡＸ

MAIL

事業所番号

名称

該当に○を入
れてください

該当 種別

地域移行支援

地域定着支援

指定年月日

川口市福祉部福祉監査課　指導第１係

【電　話】０４８（２７１）９４２１　 【ＦＡＸ】０４８（２５３）６８７７



≪事業種別の略称≫

・・・地域移行支援 ・・・地域定着支援

・・・両種共通

≪根拠法令等の略称≫

留意事項通知

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の
算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成18年10月31日障発第1031001号）

施行規則
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則
（平成18年2月28日厚生労働省令第19号）

自主点検表の作成について

基準
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準
（平成24年3月13日厚生労働省令第27号）

解釈通知
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について
（平成24年3月30日障発0330第21号）

報酬告示
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定地域相談支援に要する費用の額の算定に関する基準
（平成24年3月14日厚生労働省告示第124号）

○自主点検表の点検の仕方は、「いる・いない」のいずれかに○印を付けていただく形
式です。
○自分の事業所では行っていない項目で「該当なし」としてチェックしたい場合には、
「いる・いない」のところに斜線（／）を引いて「該当なし」と記入するなどしてくだ
さい。
○運営指導のために作成した場合で、特定相談・障害児相談支援自主点検表を併せて作
成する時は、【省略可】の記載のある項目は、特定相談・障害児相談支援自主点検表と
項目が重複するため、回答を省略することができます。その場合は特定相談・障害児相
談支援自主点検表の項目を必ず回答してください。

【点検表の見方】

【記入上の注意点】

　適切なサービスを提供するためには､事業者・事業所が自主的に事業所の体制（人員・設
備・運営）やサービスについて、法令の基準や、国・県・市の通知等に適合しているか、
その他の不適当な点がないか、常に確認し、必要な改善措置を講じ、サービスの向上に努
めることが大切です。
　そこで、川口市では、法令、関係通知及び国が示した指定障害福祉サービス事業者等監
査指針のうちの主眼事項・点検のポイントを基に、自主点検表を作成しました。各事業
者・事業所におかれましては、法令等の遵守とさらなるサービスの向上の取り組みに、こ
の自主点検表を活用し、毎年度定期的な点検を実施してください。

○各項目は、原則として省令・報酬告示の条文に沿った形式で作成しています。
○各項目に事業種別を略称で記載してありますので、該当する項目について記入してく
ださい。

【留意事項】
○任意に自主点検を行ったものは市に提出する必要はありませんが、次回の参考となる
よう各事業所において保管してください。
○運営指導のために作成した場合は、この自主点検表と指定のあった他の提出書類を、
市への提出分だけでなく事業所の控えの分も作成し、運営指導の際に指導事項を記録
し、実施後５年間は保管するようにしてください。

法
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平成17年11月7日法律第123号）（障害者総合支援法）

共 通

略　称 名　称

移 行 定 着



人 円 人 円

人 円 人 円

人 円 人 円

注）令和６年度は直近月までの実績を記入してください

年 月現在

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

(3)

（(4)

利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って行わ
れていますか。

事業者は、自らその提供する指定地域移行支援の質の評価を行い、常
にその改善を図っていますか。

いる
いない

いる
いない

基準
第39条第2項

基準
第39条第3項

地域定着 地域定着支援の基本方針 法第51条の23

利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当
該利用者との常時の連絡体制を確保し、当該利用者に対し、障害の特
性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生
じた場合に、相談その他の必要な支援が、保健、医療、福祉、就労支
援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の意向、適
性、障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じて、適
切に行われていますか。

基準
第39条第1項

いる
いない

いる
いない

地域移行 地域移行支援の基本方針 法第51条の23

事業者は、自らその提供する指定地域移行支援の質の評価を行い、常
にその改善を図っていますか。

基準
第2条第3項

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の
整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を
講じていますか。

基準
第2条第4項

いる
いない

項目 点検のポイント 点検 根拠

１ 基本方針　＊

兼務 専従 兼務専従 兼務 専従

利用者の状況・実績

地域定着

利用者数 市町村請求額

利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことがで
きるよう、当該利用者につき、住居の確保その他の地域における生活
に移行するための活動に関する相談その他の必要な支援が、保健、医
療、福祉、就労支援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該
利用者の意向、適性、障害の特性その他の状況及びその置かれている
環境に応じて、適切かつ効果的に行われていますか。

地域移行

利用者数 市町村請求額

相談支援専門員 支援従事者 その他

従業者の状況 令和

単位：人

令和４年度

令和５年度

令和６年度

基準
第2条第1項

利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って行わ
れていますか。

基準
第2条第2項

いる
いない

いる
いない

勤務形態

常　　勤

非 常 勤

管理者

専従 兼務

職　種

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の
整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を
講じていますか。

いる
いない

基準
第39条第4項
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

〇

〇

☞

☞

☞

☞

☞

☞

いる
いない

基準
第5条第2項
第45条準用

　利用者との間でサービスの提供に係る契約が成立したときは、利用
者の障害の特性に応じた適切な配慮をもって、社会福祉法第７７条第
１項の規定に基づき、必要事項を記載した書面（利用契約書等）を交
付していますか。

＜社会福祉法第77条第1項の規定に基づく事項＞

①代表者の名称及び事業所所在地　　②支援の内容
③利用者負担額　　④支援開始年月日　　⑤苦情受付窓口

利用契約書の契約当事者は事業所（管理者）ではなく事業者（法
人・法人代表者）です。

基準
第3条第1項
第40条準用

従事者のうち１人以上は、相談支援専門員（指定地域相談支援の提供
に当たる者として厚生労働大臣が定めるものをいう。）を配置してい
ますか。

事業所ごとに専らその職務に従事する者を配置していますか。

※業務に支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事させ、
　又は他の事業所、施設等の職務に従事させることができます。

共 通

１
従業者

２
管理者

共 通

＜解釈通知　第二の２(1)＞

あらかじめ利用申込者に対し、事業所を選択するために必要な次の重
要事項を懇切丁寧に説明し、サービス提供を受けることについて同意
を得なければならない。
　①運営規程の概要　　　②従業者の勤務体制
　③事故発生時の対応　　④苦情解決の体制

利用者の同意は書面によって確認することが望ましいとされていま
す。

２ 人員に関する基準　＊

いる
いない

法第51条の23第1項

　事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を配置していますか。 いる
いない

基準
第4条
第40条準用

いる
いない

基準
第3条第2項
第40条準用

※管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事させ、
　又は他の事業所、施設等の職務に従事させることができます。

共 通

３ 運営に関する基準

（1）重要事項説明書

　給付決定障害者が利用の申込みを行ったときは、当該利用申込者に
係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対
し、運営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると
認められる重要事項を記した文書（重要事項説明書、パンフレット
等）を交付して説明を行い、サービスの提供の開始について当該利用
申込者の同意を得ていますか。

重要事項説明書は２部作成し、説明者の職氏名を記載し、利用申
込者又は家族が説明を受け同意した旨の記名押印等を受け、１部
は利用者に交付、１部は事業所で保管してください。

重要事項説明書の記名押印と、契約書の記名押印が一緒となって
いる例があります。重要事項説明書は、利用者がサービス内容等
を理解して事業所を選択するために、利用申込の際に（契約前
に）説明する書類で、利用契約書とは異なりますので、それぞれ
記名押印が必要です。

１
内容及び手続の
説明及び同意
＊

（2）利用契約書

法第51条の23第2項いる
いない 基準

第5条第1項
第45条準用

利用契約書には、法人代表者の職名・氏名を記載し、代表者印を
押印してください。（※契約権限を内規・委任状等により委任し
ている場合を除く。）

契約日、契約の終期が空欄である、又は自動更新規定を設けてい
ないため契約期間が終了してしまっている、などの指摘例があり
ます。

契約書・重要事項説明書が運営規程や運営実態と合っているか、
旧法等の用語がないか点検してください。
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項目 点検のポイント 点検 根拠

（1）支給決定を受けていない者

６
受給資格の確認
＊

　サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する受給者証によっ
て、地域相談支援給付費の支給対象者であるか、給付決定の有無、給付決
定の有効期間、給付量等を確かめていますか。

基準
第10条
第45条準用

７
給付決定の申請
に係る援助

共 通

共 通

基準
第11条第2項
第45条準用

　給付決定に通常要する期間を考慮し、支給決定の有効期間の終了に
伴う介護給付費の支給申請について、申請勧奨等の必要な援助を行っ
ていますか。

　給付決定を受けていない者から利用の申込みがあった場合は、その
者の意向を踏まえて速やかに給付決定の申請が行われるよう必要な援
助を行っていますか。

いる
いない

（2）利用継続のための援助

いる
いない

基準
第11条第1項
第45条準用

いる
いない

共 通

　サービスの利用について市町村又は指定特定相談支援事業者が行う連絡
調整に、できる限り協力していますか。

４
連絡調整に対す
る協力

５
サービス提供困
難時の対応

共 通

　通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切なサービ
スを提供することが困難であると認めた場合は、適当な他の事業者の紹介
その他の必要な措置を速やかに講じていますか。

いる
いない

【省略可】

基準
第9条
第45条準用

２
契約内容の報告
等　＊

共 通

基準
第6条
第45条準用

　サービスの利用に係る契約をしたときは、その旨を市に対し遅滞なく報
告していますか。

いる
いない

【省略可】

共 通

いる
いない

基準
第8条
第45条準用

【省略可】

　正当な理由なくサービスの提供を拒んでいませんか。３
提供拒否の禁止

いる
いない

【省略可】

基準
第7条
第45条準用

８
心身の状況等の
把握　＊

共 通

　サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況、その置かれている環
境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めて
いますか。

いる
いない

基準
第12条
第45条準用
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

〇

〇

共 通

１１
サービスの提供
の記録　＊

（1）サービス提供の記録

（2）利用終了時の援助

　サービスの提供の終了に際して、利用者又はその家族に対して適切
な援助を行うとともに、上記（１）の関係機関・事業者との密接な連
携に努めていますか。

いる
いない

（2）金銭の支払に係る支給決定障害者等への説明

（2）サービス提供の確認

（1）利用者負担額以外の金銭の支払の範囲

＜解釈通知　第二の２(9)②＞

サービスの提供の記録について、サービスの提供に係る適切な手続を
確保する観点から、利用者の確認を得なければならないこととしたも
の

１２
利用者に求める
ことのできる金
銭の支払の範囲
等

　サービスを提供する給付決定障害者に対して金銭の支払を求めるこ
とができるのは、当該金銭の使途が直接利用者の便益を向上させるも
のであって、給付決定障害者に支払を求めることが適当であるものに
限られていますか。

利用者及び事業者が、その時点でのサービスの利用状況等を把握でき
るようにするため、事業者は、サービスを提供した際には、サービス
の提供日、提供したサービスの具体的内容等の利用者へ伝達すべき必
要な事項を、後日一括して記録するのではなく、サービスの提供の都
度記録しなければならないこととしたもの

　上記（１）のサービスの提供の記録に際しては、利用者からサービ
スを提供したことについて確認を受けていますか。

いる
いない

（1）サービス提供時の関係機関等との連携

共 通

いる
いない

基準
第15条第１項
第45条準用

　サービスを提供した際は、サービスの提供日、内容その他必要な事
項を、サービスの提供の都度記録していますか。

＜解釈通知　第二の２(9)①＞

９
障害福祉サービ
ス事業者等との
連携等　＊

基準
第13条第1項
第45条準用

　サービスの提供に当たり、地域及び家庭との結び付きを重視した運
営を行い、市町村、指定障害福祉サービス事業者等その他の保健医療
サービス又は福祉サービス提供者との密接な連携に努めていますか。

いる
いない

共 通

基準
第13条第2項
第45条準用

１０
身分を証する書
類の携行

いる
いない

基準
第14条
第45条準用

　事業者は、従事者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用
者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導してい
ますか。

＜解釈通知　第二の２(8)＞

利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、事業者は、従事
者に身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、初回訪問時及び利
用者又はその家族から求められたときは、これを提示する旨を指導し
なければならない。なお、この証書等には、事業所の名称、当該従事
者の氏名を記載するものとし、当該従事者の写真の貼付や職能の記載
を行うことが望ましい。

【省略可】

基準
第15条第2項
第45条準用

いる
いない

基準
第16条第1項
第45条準用

いる
いない

基準
第16条第2項
第45条準用

　上記（１）の規定により金銭の支払を求める際は、当該金銭の使途
及び額並びに給付決定障害者に金銭の支払を求める理由について書面
で明らかにするとともに、給付決定障害者等に対して説明を行い、そ
の同意を得ていますか。
　※次の１３（１）～（２）に掲げる支払については、この限り
　　ではありません。

共 通
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

(3)

(4)

(5) サービスの提供に当たっては、利用者の立場に立って懇切丁寧に行う
ことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に
ついて理解しやすいように説明を行うとともに、必要に応じ、同じ障
害を有する者による支援等適切な手法を通じて行っていますか。

基準
第17条第2項
第45条準用

　上記（１）の支払いを受ける額のほか、給付決定障害者の選定によ
り通常の事業の実施地域以外の地域の利用者を訪問してサービスを提
供する場合は、それに要した交通費の額の支払を給付決定障害者から
受けていますか。

【省略可】

（3）領収証の交付

　上記（１）及び（２）の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用
に係る領収証を給付決定障害者に対し交付していますか。

いる
いない

　法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、給付
決定障害者に対し、当該給付決定障害者に係る給付費の額を通知して
いますか。

サービスの提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮していま
すか。

　いる
　いない

基準
第19条第4項

基準
第17条第4項
第45条準用

　上記（２）の交通費については、あらかじめ、給付決定障害者に対
し、その額について説明を行い、給付決定障害者の同意を得ています
か。

【省略可】

いる
いない

【省略可】

基準
第17条第3項
第45条準用

基準
第18条第2項
第45条準用

いる
いない

基準
第18条第1項
第45条準用

（1）利用者への通知

共 通

１４
地域相談支援給
付費の額に係る
通知等　＊ 【省略可】

（4）給付決定障害者の同意

（1）法定代理受領を行わない場合

いる
いない

１５
サービスの具体
的取扱方針　＊

移 行

（2）サービス提供証明書の交付

　法定代理受領を行わないサービスに係る費用の支払を受けた場合
は、その提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる
事項を記載したサービス提供証明書を給付決定障害者に対して交付し
ていますか。

いる
いない

【省略可】

１３
地域相談支援給
付費の額等の受
領　＊

いる
いない

基準
第17条第1項
第45条準用

【省略可】

　法定代理受領を行わないサービスを提供した際は、給付決定障害者
から、当該サービスに係る基準により算出した費用の額の支払を受け
ていますか。

（2）その他受領が可能な費用

共 通

事業者は、地域移行支援計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じ
て、その者の支援を適切に行うとともに、指定地域移行支援の提供が
漫然かつ画一的なものとならないよう配慮していますか。

いる
いない

管理者は、従事者に、基本相談支援に関する業務及び地域移行支援計
画の作成その他指定地域移行支援に関する業務を担当させています
か。

管理者は、相談支援専門員に、相談支援専門員以外の従事者に対する
技術的指導及び助言を行わせていますか。

いる
いない

いる
いない

基準
第19条第1項

基準
第19条第2項

基準
第19条第3項

いる
いない

基準
第19条第5項
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

サービスの提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮していま
すか。

　いる
　いない

基準
第41条第4項

　従事者は、計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者に
ついて、その心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の
状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等の把握(アセス
メント)を行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支
援に配慮しつつ、利用者が地域において自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討を
していますか。

基準
第20条第3項

（3）利用者の把握

　従事者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定す
ることに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、
当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握して
いますか。

　いる
　いない

　従事者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者
及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の
質を向上させるための課題、地域移行支援の目標及びその達成時期並
びに地域移行支援を提供する上での留意事項等を記載した地域移行支
援計画の原案を作成していますか。
　この場合において、事業所が提供する指定地域移行支援以外の保健
医療サービス又は福祉サービスとの連携も含めて地域移行支援計画の
原案に位置付けるよう努めていますか。

いる
いない

基準
第20条第5項

（1）地域移行支援計画の作成

（2）アセスメントの実施及び支援内容の検討 いる
いない

基準
第20条第2項

（4）利用者との面接

　アセスメントに当たっては、利用者に面接して行っていますか。こ
の場合において、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を
得ていますか。

（5）従事者の役割

１５－２
サービスの具体
的取扱方針　＊

定 着

管理者は、従事者に、基本相談支援に関する業務及び地域定着支援台
帳の作成その他指定地域定着支援に関する業務を担当させています
か。

管理者は、相談支援専門員に、相談支援専門員以外の従事者に対する
技術的指導及び助言を行わせていますか。

いる
いない

基準
第41条第1項

いる
いない

サービスの提供に当たっては、利用者の立場に立って懇切丁寧に行う
ことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に
ついて理解しやすいように説明を行うとともに、必要に応じ、同じ障
害を有する者による支援等適切な手法を通じて行っていますか。

いる
いない

基準
第41条第5項

１６
地域移行支援計
画の作成等　＊

　従事者は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえ
た指定地域移行支援に係る計画(地域移行支援計画)を作成しています
か。

いる
いない

基準
第20条第1項

移 行

いる
いない

基準
第20条第4項

基準
第41条第2項

事業者は、利用者の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に
行っていますか。

いる
いない

基準
第41条第3項
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

※計画作成会議は、テレビ電話装置その他情報通信機器を活用して
　行うことが可能です。

（1）地域定着支援台帳の作成

　従事者は、利用者の心身の状況、その置かれている環境、緊急時に
おいて必要となる当該利用者の家族等及び当該利用者が利用する指定
障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の関係機関の連絡先その
他の利用者に関する情報を記載した指定地域定着支援に係る台帳(地
域定着支援台帳)を作成していますか。

いる
いない

基準
第42条第1項

１７
地域定着支援台
帳の作成等
＊

定 着

（8）計画の変更

（7）計画の説明、同意、交付

　従事者は、計画の作成に当たっては、利用者又はその家族に対して
説明し、文書により利用者の同意を得ていますか。
　また、作成した際には、当該計画を利用者に交付していますか。

いる
いない

基準
第20条第7項
第20条第8項

いる
いない

基準
第20条第9項
第20条第10項

　従事者は、計画の作成後においても、適宜、計画の見直しを行い、
必要に応じて計画の変更を行っていますか。
　また、計画に変更があった場合は、上記（２）～（７）に準じた取
扱いを行っていますか。

（6）計画作成に係る会議 基準
第20条第6項

いる
いない

　＜解釈通知　第二の２（14）②ア＞

利用者及び当該利用者に係る障害者支援施設等、精神科病院、救護施
設等、刑事施設等、保護観察所又は地域生活定着支援センターにおけ
る担当者を招集して行う会議（計画作成会議）を開催し、当該利用者
の生活に対する意向等を改めて確認するとともに、計画の原案につい
て意見を求めること。

　従事者は、計画作成会議（当該利用者に係る障害者支援施設等にお
ける担当者等を招集して行う会議をいう。）を開催し、当該利用者の
生活に対する意向等を改めて確認するとともに、計画の原案の内容に
ついて意見を求めていますか。

（2）アセスメントの実施 基準
第42条第2項

（3）利用者との面接

　従事者は、アセスメントに当たっては、利用者に面接して行ってい
ますか。この場合において、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明
し、理解を得ていますか。

（5）台帳の変更

　従事者は、台帳の作成後においても、適宜、台帳の見直しを行い、
必要に応じて台帳の変更を行っていますか。
　また、台帳に変更があった場合は、上記（２）～（４）に準じた取
扱いを行っていますか。

いる
いない

いる
いない

いる
いない

基準
第42条第3項

基準
第42条第5項
第42条第6項

　従事者は、台帳の作成に当たっては、利用者の自己決定の尊重及び
意思決定の支援に配慮しつつ、適切な方法によりアセスメントを行っ
ていますか。

（4）利用者の把握 　いる
　いない

基準
第42条第4項

　従事者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定す
ることに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、
当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握して
いますか。

１６
地域移行支援計
画の作成等
（続き）

移 行
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

〇

〇

(1)

①

②

(2)

いる
いない
該当なし

いる
いない
該当なし

体験的な宿泊支援について、指定障害福祉サービス事業者等への委託
により行っていますか。

いる
いない
該当なし

基準
第23条第2項

衛生的に管理されている場所であること。

１８
地域における生
活に移行するた
めの活動に関す
る支援

移 行 いる
いない

基準
第21条第2項

事業者は、利用者に対して上記（１）の支援を提供するに当たって
は、おおむね週に１回以上、利用者との対面により行っていますか。

基準
第21条第1項

いる
いない

事業者は、利用者に対し、住居の確保その他の地域における生活に移
行するための活動に関する相談、外出の際の同行、障害福祉サービス
（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援に限る。)の
体験的な利用支援、体験的な宿泊支援その他の必要な支援を提供する
に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境及び日常
生活全般の状況等の的確な把握に努めていますか。

基準
第22条

　事業者は、障害福祉サービスの体験的な利用支援について、指定障害福
祉サービス事業者等への委託により行っていますか。

＜解釈通知　第二の２（16）＞

障害福祉サービスの体験的な利用支援の提供に当たっては、委託先の
指定障害福祉サービス事業者等の担当者との連絡調整や利用者に対す
る相談援助の支援が必要となるため、原則として、従事者が利用者に
同行による支援を行うこと。
従事者は、障害者支援施設等、精神科病院、救護施設等、刑事施設
等、保護観察所又は地域生活定着支援センター等及び委託先の指定障
害福祉サービス事業者等の担当職員と、体験的な利用に当たっての事
前の連絡調整や留意点等の情報共有、当該支援を行った際の状況や当
該状況を踏まえた今後の支援方針等の情報共有を行うなど、緊密な連
携を図ること。

１９
障害福祉サービ
スの体験的な利
用支援

移 行

２０
体験的な宿泊支
援

基準
第23条第1項

事業者は、体験的な宿泊支援について、次に定める要件を満たす場所
において行っていますか。

利用者が体験的な宿泊を行うために必要な広さの居室を有すると
ともに、体験的な宿泊に必要な設備及び備品等を備えているこ
と。

移 行

２１
関係機関との連
絡調整等

　事業者は、サービスを提供するに当たっては、市町村、指定障害福祉
サービス事業者等その他の退院又は退所後の地域における生活に係る関係
機関との連絡調整その他の便宜の供与を行っていますか。

いる
いない

移 行

基準
第24条
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

〇

〇

(2)

(1)

(2)

(3)

①

②

(4)

衛生的に管理されている場所であること。

事業者は、上記（２）の一時的な滞在による支援について、指定障害
福祉サービス事業者等への委託により行っていますか。

いる
いない
該当なし

基準
第44条第4項

事業所が直接利用者又はその家族との連絡体制を確保することが必要
である。

常時の連絡体制の確保は、夜間等に職員を配置する他、携帯電話等に
より利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保する方法によるこ
とも可能である。

いる
いない

基準
第44条第1項

上記（１）の状況把握を踏まえ、当該利用者が置かれている状況に応
じて、当該利用者の家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サービ
ス事業者等、医療機関その他の関係機関との連絡調整、一時的な滞在
による支援その他の必要な措置を適切に講じていますか。

いる
いない

基準
第44条第2項

事業者は、上記（２）の一時的な滞在による支援について、次に定め
る要件を満たす場所において行っていますか。

いる
いない
該当なし

利用者が一時的な滞在を行うために必要な広さの区画を有する
とともに、一時的な滞在に必要な設備及び備品等を備えているこ
と。

基準
第44条第3項

（1）管理者による一元的な管理 基準
第26条第1項
第45条準用

いる
いない

【省略可】

定 着

いる
いない

基準
第43条第1項

事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特性等に応じ、適切な方法
により、当該利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保していま
すか。

＜解釈通知　第三の２(3)＞

２２
常時の連絡体制
の確保等

事業者は、適宜利用者の居宅への訪問等を行い、利用者の状況を把握
していますか。

いる
いない

基準
第43条第2項

事業者は、利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の
緊急に支援が必要な事態が生じた場合には、速やかに当該利用者の居
宅への訪問等による状況把握を行っていますか。

２４
利用者に関する
市への通知

基準
第26条第2項
第45条準用

共 通

　利用者が偽りその他不正な行為によって給付費の支給を受け、又は受け
ようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知してい
ますか。

【省略可】

いる
いない

基準
第25条
第45条準用

２５
管理者の責務

共 通

　管理者は、従業者の管理、利用の申込みに係る調整、業務の実施状
況の把握その他の管理を一元的に行っていますか。

いる
いない

【省略可】

定 着

（2）指揮命令

　管理者は、従事者に人員及び運営に関する指定基準を遵守させるた
めに必要な指揮命令を行っていますか。

２３
緊急の事態にお
ける支援等

 ー11ー



項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

〇

〇

従業者については、指定地域相談支援従事者とその他の従業者に区分
し、員数及び職務内容を記載することとする。

サービスの提供方法及び内容については、サービスの内容及び地域相
談支援給付決定障害者から相談を受ける場所、課題分析の手順等を記
載するものとする。

＜解釈通知　第二の２(21)＞

いる
いない

（3）受託者の業務の実施状況の確認及び記録

　事業者は、サービスに係る業務の一部を他の地域相談支援事業者に
行わせる場合にあっては、当該事業者の業務の実施状況について定期
的に確認し、その結果等を記録していますか。

いる
いない

基準
第28条第1項
第45条準用

（2）従業者によるサービス提供

　事業者は、事業所ごとに、当該事業所の従事者によってサービスを
提供していますか。

※【地域移行】

指定障害福祉サービス事業者等への委託により行われる障害福祉サー
ビスの体験的な利用支援及び体験的な宿泊支援並びに利用者の退院又
は退所後の居住予定地が遠隔地にある場合における他の指定地域移行
支援事業者への委託により行われる住居の確保及び関係機関との連絡
調整その他の便宜の供与については、この限りではありません。

※【地域定着】

基準
第28条第2項
第45条準用

基準
第28条第3項
第45条準用

（1）勤務体制の確保

　事業者は、利用者に対し、適切なサービスを提供することができる
よう、事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めていますか。

いる
いない
該当なし

前年度 回

２６
運営規程　＊

　事業者は、事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に
関する運営規程を定めていますか。

いる
いない

基準
第27条
第45条準用

①事業の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務の内容
③営業日及び営業時間
④指定地域移行支援の提供方法及び内容並びに地域相談支援給付決定
　障害者から受領する費用及びその額
⑤通常の事業の実施地域
⑥事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の
　種類
⑦虐待の防止のための措置に関する事項
⑧その他運営に関する重要事項

共 通

（4）研修機会の確保 いる
いない

基準
第28条第4項
第45条準用

＜研修（主な会議を含む）の回数・内容＞

回数 内容

本年度 回

　事業者は、従事者の資質向上のために、研修の機会を確保していま
すか。

虐待防止の措置について、具体的措置を定めてください。
　ア　虐待の防止に関する担当者の選定
　イ　成年後見制度の利用支援
　ウ　苦情解決体制の整備
　エ　従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の
　　　実施（研修方法や研修計画など）
　オ　虐待防止委員会の設置に関すること。

２７
勤務体制の確保
＊

指定障害福祉サービス事業者等への委託により行われる一時的な滞在
による支援については、この限りではありません。

共 通
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

(3)

共 通

①事務室共 通

③設備及び備品等
　・他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、地域
　　相談支援の事業又は当該他の事業所、施設等の運営に支障が
　　ない場合は、当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備
　　及び備品等を使用することができるものとする。
　・事務室又は区画、設備及び備品等については、必ずしも事業
　　者が所有している必要はなく、貸与を受けているものであっ
　　ても差し支えない。

　・事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を
　　設けることが望ましい。
　・間仕切りする等他の事業の用に供するものと明確に区分され
　　る場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。
　・区分されていなくても業務に支障がないときは、事業を行う
　　ための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。

②受付等のスペースの確保
　・事務室又は事業を行うための区画については、利用申込みの
　　受付、相談、計画作成会議等に対応するのに適切なスペース
　　を確保するものとし、相談のためのスペース等は利用者が直
　　接出入りできるなど利用しやすい構造とする。

　事業者は、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背
景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより
従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の
必要な措置を講じていますか。

いる
いない

　事業の運営を行うために必要な広さを有するとともに、サービスの提供
に必要な設備及び備品等を備えていますか。

いる
いない

基準
第29条
第45条準用

２９
設備及び備品等

＜解釈通知　第二の２（24）＞

基準
第28条の2第3項
第45条準用

①講ずべき措置の具体的内容

ａ 事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発
ｂ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な
　 体制の整備

（5）適切な職場環境の維持（ハラスメント対策） いる
いない

基準
第28条第5項
第45条準用

　② 災害に係る業務継続計画
　　ａ平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライ
　　　フラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）
　　ｂ緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
　　ｃ他施設及び地域との連携

いる
いない

基準
第28条の2第1項
第45条準用

 業務継続計画には以下の項目を記載すること。

  ① 感染症に係る業務継続計画
　　ａ平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取り
　　　組みの実施、備蓄品の確保等）
　　ｂ初動対応
　　ｃ感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への
　　　対応、関係者との情報共有等）

②講じることが望ましい取組について

ａ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
ｂ 被害者への配慮のための取組
ｃ 被害防止のための取組

いる
いない

基準
第28条の2第2項
第45条準用

事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務
継続計画の変更を行っていますか。

２７
勤務体制の確保
（続き）

２８
業務継続計画の
策定等　＊

共 通

事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、
必要な研修及び訓練を定期的に実施していますか。

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサー
ビスの提供を継続的に実施及び非常時の体制で早期の業務再開を図る
ための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要
な措置を講じていますか。

 ー13ー



項目 点検のポイント 点検 根拠

※

※

(1)

(2)

〇

基準
第31条第3項
第45条準用

＜解釈通知　第二の２（26）＞

いる
いない

【省略可】

基準
第32条第1項
第45条準用

（2）従業者及び管理者であった者に対する秘密保持のための措置 いる
いない

【省略可】

基準
第32条第2項
第45条準用

　従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知
り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措
置を講じていますか。

基準
第32条第3項
第45条準用

（3）個人及び家族の個人情報利用の同意 いる
いない

【省略可】

　事業者は、計画作成会議等において、利用者又はその家族の個人情
報を用いる場合は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の
同意を得ていますか。

共 通

　事業者について広告をする場合において、その内容が虚偽のもの又
は誇大なものとなってはいませんか。

いる
いない

基準
第33条第2項
第45条準用

　事業者は、サービスを利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用
することができるように、当該事業者が実施する事業の内容に関する
情報の提供を行うよう努めていますか。

いる
いない

基準
第33条第1項
第45条準用

基準
第30条第1項
第45条準用

（2）設備等の衛生管理 いる
いない

【省略可】

　事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めています
か。

基準
第30条第2項
第45条準用

３２
秘密保持等　＊

（1）従業者等の秘密保持の義務

（4）指針の整備

　指定地域相談支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止の
ための指針を整備していますか。

いる
いない

３１
掲示等 ＊

共 通

事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、基本相談支援
及び地域移行支援の実施状況、指定地域相談支援従事者の有する資
格、経験年数及び勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に
資すると認められる重要事項を掲示していますか。
　なお、重要事項を記載した書面を事業所に備え付けるとともに、い
つでも関係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えることがで
きます。

いる
いない

【省略可】

事業者は、上記（１）に規定する重要事項の公表に努めていますか。 いる
いない

【省略可】

公表の方法については、ホームページによる掲載等、適宜工夫するこ
と。

　従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏らしてはいませんか。

３０
衛生管理等　＊

共 通

（1）従業者の健康管理

　従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行ってい
ますか。

いる
いない

【省略可】

基準
第30条第3項の2
第45条準用

（3）委員会の開催

　指定地域相談支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止の
ための対策を検討する委員会を定期的に開催するととに、その結果に
ついて、従業者に周知徹底を図っていますか。

いる
いない

基準
第30条第3項の1
第45条準用

感染症対策委員会は、利用者の状況に応じ、おおむね６月に１回以
上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して
必要に応じ随時開催する必要があります。

（5）研修・訓練の実施

　従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓
練を定期的に実施していますか。

いる
いない

基準
第30条第3項の3
第45条準用

感染症対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介
したコミュニケーションが可能な機器）を活用して行うことができま
す。

共 通

３３
情報の提供等
＊

（1）情報の提供

（2）虚偽又は誇大広告

基準
第31条第1項
第31条第2項
第45条準用
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

〇 当該措置の概要については、利用申込者にサービスの内容を説明する
文書に記載し、事業所に掲示することが望ましい。

「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情解決の体制及び手
順等当該事業所等における苦情を解決するための措置を講ずることを
いうものである。

苦情受付担当者

（7）運営適正化委員会が行う調査等への協力

（2）苦情受付の記録

　苦情を受け付けた場合に、当該苦情の内容等を記録していますか。

いる
いない

社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が、同法第８５条の
規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力していますか。

いる
いない

第三者委員

（3）市町村が行う調査等への協力、改善

　提供したサービスに関し、法第１０条第１項の規定により市町村が
行う報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当
該職員からの質問若しくは事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物
件の検査に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情に関して市町村
が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場
合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っていますか。

（4）県知事が行う調査等への協力、改善

３４
利益供与等の禁
止

いる
いない

基準
第34条第1項
第45条準用

共 通

（2）利益収受の禁止 いる
いない

基準
第34条第2項
第45条準用

　事業者は、指定特定相談支援事業者若しくは障害福祉サービスの事
業を行う者等又はその従業者から、利用者又はその家族を紹介するこ
との対償として、金品その他の財産上の利益を収受していませんか。

　事業者は、指定特定相談支援事業者若しくは障害福祉サービスの事
業を行う者等又はその従業者に対し、利用者又はその家族に対して当
該事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を
供与していませんか。

３５
苦情解決　＊

共 通

＜解釈通知　第二の2(29)①＞

基準
第35条第1項
第45条準用

　事業者は、提供したサービスに関する利用者又はその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応するため、苦情を受け付ける窓口を設置する
等の必要な措置を講じていますか。

苦情解決担当者

（1）苦情解決のための措置 いる
いない

（1）利益供与の禁止

基準
第35条第2項
第45条準用

基準
第35条第5項
第45条準用

いる
いない

いる
いない

基準
第35条第6項
第45条準用

　提供したサービスに関し、法第１１条第２項の規定により県知事が
行う報告若しくはサービス提供の記録、帳簿書類その他の物件の提出
若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、及び利用者又は
その家族からの苦情に関して県知事が行う調査に協力するとともに、
県知事から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って
必要な改善を行っていますか。

（5）市町村長が行う調査等への協力、改善

　提供したサービスに関し、法第５１条の２７第１項の規定により市
町村長が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示
の命令又は当該職員からの質問若しくは事業所の設備若しくは帳簿書
類その他の物件の検査に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情に
関して市町村長が行う調査に協力するとともに、市町村長から指導又
は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っ
ていますか。

（6）改善内容の報告

　県知事、市町村又は市町村長から求めがあった場合には、上記
（３）から（５）の改善の内容を県知事、市町村又は市町村長に報告
していますか。

いる
いない

基準
第35条第3項
第45条準用

いる
いない

基準
第35条第4項
第45条準用

基準
第35条第7項
第45条準用
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項目 点検のポイント 点検 根拠

□

□

□

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

基準
第36条第3項
第45条準用

【省略可】

（2）事故の記録

　上記（１）の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記
録していますか。

（1）事故発生時の措置

●次のうち作成しているものにチェックをしてください。

事故報告書

ヒヤリ・ハット事例

事故対応（危機管理）マニュアル

いる
いない　利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行っていますか。

３６
事故発生時の対
応　＊

　事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場
合は、都道府県、市町村、当該利用者の家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じていますか。

共 通

　事業者は、事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員
会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹
底を図っていますか。

虐待防止委員会の役割

想定される具体的な内容

ア 虐待（不適切な対応事例も含む。）が発生した場合、当該事案に
　 ついて報告するための様式を整備すること。
イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録するとと
　 もに、アの様式に従い、虐待について報告すること。
ウ 虐待防止委員会において、イにより報告された事例を集計し、
　 分析すること。
エ 事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、虐
　 待の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の再発防止策を
　 検討すること。
オ 労働環境・条件について確認するための様式を整備するととも
　 に、当該様式に従い作成された内容を集計、報告し、分析す
　 ること。
カ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。
キ 再発防止策を講じた後に、その効果について検証すること。

事業所は、以下の項目を定めた「虐待防止のための指針」を作成する
ことが望ましい。

・事業所における虐待防止に関する基本的な考え方
・虐待防止委員会その他施設内の組織に関する事項
・虐待防止のための職員研修に関する基本的方針
・施設内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針
・虐待発生時の対応に関する基本方針
・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
・その他虐待防止の適正化の推進のために必要な基本方針

共 通

（3）損害賠償

【省略可】

虐待防止委員会の構成員には、利用者やその家族、専門的な知見のあ
る外部の第三者等を加えるよう努めるものとする。

虐待防止委員会の開催に必要となる人数については、事業所の管理者
や虐待防止担当者が参画していれば最低人数は問わない。

３７
虐待の防止　＊

＜解釈通知　第二の2(31)①・②＞

・虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・条件
　を確認・改善するための実施計画づくり、指針の作成）
・虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職場環
　境の確認等）
・虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生じた
　場合、事案検証の上、再発防止策を検討、実行）

虐待防止委員会の設置に向けては、構成員の責務及び役割分担を明確
にするとともに、専任の虐待防止担当者（必置）を決めておくことが
必要である。

虐待防止委員会における対応状況については、適切に記録の上、５年
間保存すること。

（1）虐待防止委員会 いる
いない

基準
第36条第1項
第45条準用

いる
いない

基準
第36条第2項
第45条準用

いる
いない

【省略可】

基準
第36条の2第1項
第45条準用
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

〇

（2）記録の保存

（3）虐待防止担当者の設置 いる
いない

（2）事業の廃止又は休止

＜届出先＞　川口市障害福祉課　施設係

　事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の
日の１月前までに、その旨を市長に届け出ていますか。

＜届出先＞　川口市障害福祉課　施設係

４０
変更の届出等

共 通

３９
記録の整備　＊

共 通

　従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備していますか。

いる
いない

　上記（１）及び（２）を適切に実施するための担当者を置いていま
すか。

共 通

＜解釈通知　第二の2(31)③＞

（2）研修の実施

　事業所において、従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に
実施していますか。

　利用者に対するサービスの提供に関する以下に掲げる記録を整備
し、当該サービスを提供した日から５年間保存していますか。

研修の実施は、施設内で行う職員研修及び協議会又は基幹相談支援セ
ンター等が実施する研修に事業所が参加した場合でも差し支えない。

＜解釈通知　第二の2(31)④＞

３８
会計の区分　＊

　指定に係る事項に変更があったとき、又は休止した事業を再開した
ときは、１０日以内にその旨を市長に届け出ていますか。

いる
いない

【省略可】

いる
いない

３７
虐待の防止
（続き）

　事業所ごとに経理を区分するとともに、事業の会計をその他の事業の会
計と区分していますか。

虐待防止のための担当者については、相談支援専門員を配置するこ
と。なお、当該担当者及び管理者は、「地域生活支援事業の実施につ
いて」（平成１８年８月１日障発第0801002号）の別紙２「地域生活
支援促進事業実施要綱」の別記２－４の３（３）の都道府県が行う研
修に参加することが望ましい。

共 通

（1）記録の整備

① サービスの提供に係る記録
② 地域移行支援計画
③ 市町村への通知に係る記録
④ 苦情の内容等の記録
⑤ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

基準
第37条
第45条準用

法第51条の25第1
項
施行規則第34条
の58

いる
いない

【省略可】

基準
第38条第1項
第45条準用

基準
第36条の2第2項
第45条準用

基準
第36条の2第3項
第45条準用

法第51条の25第2
項
施行規則第34条
の58

いる
いない

【省略可】

いる
いない

基準
第38条第2項
第45条準用

（1）指定事項の変更
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

(3)

次の①～③の要件のいずれにも該当している場合。
 ①社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者又は精神
 　障害者地域移行・地域定着支援関係者研修の修了者である相談
 　支援専門員を１人以上配置していること。
 ②サービスを利用した障害者のうち、前年度に、対象施設（障害
 　者支援施設等、救護施設等、刑事施設等）を退院、退所等し、
 　地域生活に移行した者が１人以上であること。
 ③対象施設と緊密な連携を図り、給付決定障害者の退院、退所等
 　に向けた会議の参加や地域移行に向けた障害福祉サービスの説
 　明、事業所の紹介、地域移行など同様の経験のある障害当事者
 　（ピアサポーター等）による意欲喚起のための活動等を、いず
 　れかの対象施設に概ね月１回以上行っていること。

〇地域移行支援サービス費（Ⅲ）

地域移行支援サービス費（Ⅰ）及び（Ⅱ）の要件を満たさない事業所
の場合。

報酬告示
別表第1の1注2
留意事項通知
第三の1(1)② ①指定基準第２０条（地域移行支援計画の作成等）に定める基準

　 を満たさないでサービスを行った場合
 ②利用者との対面による支援を１月に２日以上行わないでサービ
　 スを行った場合

特別地域加算

　別に厚生労働大臣が定める地域の精神科病院、障害者支援施設等、
救護施設等又は刑事施設等に入院、入所等をしている給付決定障害者
に対して、指定地域移行支援を行った場合(上記（２）に定める場合
を除く。)に、特別地域加算として、１回につき所定単位数の１００
分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算していますか。

いない
いる
該当なし

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1注3

４１
基本事項　＊ 　指定地域相談支援に要する費用の額は、「別表地域相談支援給付費

単位数表」により算定する単位数に別に厚生労働大臣が定める一単位
の単価を乗じて得た額を算定していますか。

≪参照≫

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費用の額の算定
　に関する基準」（平成24年厚生労働省告示第124号）

　別表「地域相談支援給付費単位数表」

いる
いない 厚生労働大臣が

定める１単位の
単価（平成18年
厚生労働省告示
第539号）

（2）金額換算の際の端数処理

　上記（１）の規定により、サービスに要する費用の額を算定した場
合において、その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は
切り捨てて算定していますか。

いる
いない

報酬告示の二

（1）費用の算定 報酬告示の一

４２
地域移行支援
サービス費　＊

〇地域移行支援サービス費（Ⅰ）

給付決定障害者に対して指定地域移行支援を行った場合に、1 月につ
き所定単位数を算定していますか。

次の①～③の要件のいずれにも該当している場合。
 ①社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者又は精神
 　障害者地域移行・地域定着支援関係者研修の修了者である相談
 　支援専門員を１人以上配置していること。
 ②サービスを利用した障害者のうち、前年度に、対象施設（障害
 　者支援施設等、救護施設等、刑事施設等）を退院、退所等し、
 　地域生活に移行した者が３人以上であること。
 ③対象施設と緊密な連携を図り、給付決定障害者の退院、退所等
 　に向けた会議の参加や地域移行に向けた障害福祉サービスの説
 　明、事業所の紹介、地域移行など同様の経験のある障害当事者
 　（ピアサポーター等）による意欲喚起のための活動等を、いず
 　れかの対象施設に概ね月１回以上行っていること。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1注1
留意事項通知
第三の1(1)①

４　報酬に関する算定基準

次のいずれかに該当する場合に、地域移行支援サービス費を算定して
いませんか。

〇地域移行支援サービス費（Ⅱ）

移 行
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項目 点検のポイント 点検 根拠

　虐待の発生又はその再発を防止するための次に掲げる措置を講じて
いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単
位数から減算していますか。
　(1) 虐待防止委員会の定期的な開催（１年に１回以上）及びその
　　　結果の従業者への周知徹底
　(2) 従業者に対する研修の定期的な実施（１年に１回以上）
　(3) 上記(1)・(2)の措置を適切に実施するための担当者の設置

 (5)業務継続計画未策定減算

　業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ
ていない事実が生じた場合は、所定単位数の１００分の１に相当する
単位数を所定単位数から減算していますか。

※令和７年３月３１日までの間は適用しない。

 (4)情報公表未報告減算

　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報
に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の５に相当
する単位数を所定単位数から減算していますか。

 (6)虐待防止措置未実施減算

(4)地域生活支援拠点等機能強化加算

  別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届
け出た地域移行支援事業所において、指定地域移行支援を行った場合
に、地域支援拠点等機能強化加算として、所定単位数に５００単位を
加算していますか。

※拠点コーディネーター１人につき、当該指定特定相談支援事業所並
びに当該指定特定相談支援事業所と相互に連携して運営される指定自
立生活援助事業者、指定地域移行支援事業者及び指定地域定着支援事
業者の事業所の単位において、１月につき100回を限度とする。

いる
いない
該当なし

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1注6

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1注7

報酬告示
別表第1の1注5

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1注4
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

緊急時支援費（Ⅱ）

４３
地域定着支援
サービス費
＊

　給付決定障害者に対して、常時の連絡体制の確保等を行った場合
に、１月につき所定単位数を算定していますか。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注4

〇緊急時支援を行った場合は、以下の内容を記録すること。
　・要請のあった時間
　・要請の内容
　・当該支援の提供時刻及び緊急時支援費の算定対象である旨等

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注2の
2

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市に届け
出た地域定着支援事業所において、緊急時支援費（Ⅰ）を算定する場
合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算していますか。

特別地域加算

次のいずれかに該当する場合に、地域移行支援サービス費を算定して
いませんか。

いない
いる
該当なし

報酬告示
別表第2の1注3
留意事項通知
第三の2(1)

定 着

　給付決定障害者に対して、利用者の障害の特性に起因して生じた緊
急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利
用者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに利用者の居宅等へ
の訪問又は一時的な滞在による支援を行った場合に、１日につき所定
単位数を算定していますか。

いる
いない
該当なし

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注1

　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報
に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の５に相当
する単位数を所定単位数から減算していますか。

 (7)地域生活支援拠点等機能強化加算

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届
け出た地域移行支援事業所において、指定地域移行支援を行った場合
に、地域支援拠点等機能強化加算として、所定単位数に５００単位を
加算していますか。

※拠点コーディネーター１人につき、当該指定特定相談支援事業所並
びに当該指定特定相談支援事業所と相互に連携して運営される指定自
立生活援助事業者、指定地域移行支援事業者及び指定地域定着支援事
業者の事業所の単位において、１月につき100回を限度とする。

体制確保費

緊急時支援費（Ⅰ）

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注5

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注6

 (4)情報公表未報告減算

　中山間地域等に居住している利用者に対して、指定地域定着支援を
行った場合(上記（５）に定める場合を除く。)に、特別地域加算とし
て、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定
単位数に加算していますか。

地域生活支援拠点等の場合

 ①地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たっての
 　利用者との面接等を行っていない場合
 ②適宜利用者の居宅への訪問等による状況把握を行っていない
 　場合

いる
いない
該当なし

　給付決定障害者に対して、利用者の障害の特性に起因して生じた緊
急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利
用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜（午後１０時から午前
６時までの時間をいう。）に電話による相談援助を行った場合に、１
日につき所定単位数を算定していますか。

　※緊急時支援費（Ⅰ）を算定する場合は、算定できません。

報酬告示
別表第2の1注2の
3

報酬告示
別表第2の1注2
留意事項通知
第三の2(2)②

〇緊急時支援を行った場合は、以下の内容を記録すること。
　・要請のあった時間
　・要請の内容
　・当該支援の提供時刻及び緊急時支援費の算定対象である旨等
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

⑴

㈠

㈡

⑵

⑶

報酬告示
別表第1の1の3

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

法第７８条第２項に規定する地域生活支援事業として行われる研
修（障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専門研修に限
る。）の課程を修了し、終了した旨の証明書の交付を受けたもの
であって、次の㈠及び㈡に掲げるものを当該事業所の従業者とし
てそれぞれ常勤換算方法で0.5以上配置していること。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の1の2
別表第2の2

⑴に掲げる者を配置している旨を公表していること。

　地域移行支援事業者が、指定地域移行支援を行った場合に、指定地域移
行支援の利用を開始した月について、１月につき所定単位数を算定してい
ますか。

障害者又は障害者であったと市長が認める者

管理者又は指定地域移行支援従事者

 (5)業務継続計画未策定減算

　業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ
ていない事実が生じた場合は、所定単位数の１００分の１に相当する
単位数を所定単位数から減算していますか。

※令和７年３月３１日までの間は適用しない。

⑴に掲げる者のいずれかにより、当該事業所の従業者に対し、障
害者に対する配慮等に関する研修が年１回以上行われているこ
と。

移 行

いる
いない
該当なし

４５
初回加算　＊

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出
た地域移行支援事業所及び地域定着支援事業所において、指定地域相談支
援を行った場合に、１月につき所定単位数を加算していますか。

４４
ピアサポート体
制加算　＊

共 通 【厚生労働大臣が定める基準】（平成30年厚生労働省告示114・三）

４６
集中支援加算
＊

移 行

　地域移行支援事業者が、給付決定障害者に対して、利用者との対面によ
る支援を１月に６日以上実施した場合（42(2)に定める場合を除く。)に、
１月につき所定単位数を加算していますか。

※「47 退院・退所月加算」が算定される月は、加算できません。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の2

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注7

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の1注8

 (6)虐待防止措置未実施減算

　虐待の発生又はその再発を防止するための次に掲げる措置を講じて
いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単
位数から減算していますか。
　(1) 虐待防止委員会の定期的な開催（１年に１回以上）及びその
　　　結果の従業者への周知徹底
　(2) 従業者に対する研修の定期的な実施（１年に１回以上）
　(3) 上記(1)・(2)の措置を適切に実施するための担当者の設置
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項目 点検のポイント 点検 根拠

(1)

〇

(2)

①

②

（3）地域生活支援拠点等の場合 いる
いない
該当なし

移 行

（2）障害福祉サービスの体験利用加算（Ⅱ）

　地域移行支援事業者が、給付決定障害者に対して、障害福祉サービ
スの体験的な利用支援を提供した場合（42(2)に定める場合を除
く。）に、体験的な利用支援の提供を開始した日から起算して６日以
上１５日以内の期間について、１日につき所定単位数を加算していま
すか。

いる
いない
該当なし

４８
障害福祉サービ
スの体験利用加
算　＊

４７
退院・退所月加
算　＊

移 行

＜留意事項通知　第三の１(6)②＞

退院、退所月加算については、次の㈠から㈢までのいずれかに該当す
る場合には、算定できないものであること。
　㈠ 退院、退所等をして病院又は診療所へ入院する場合
　㈡ 退院、退所等をして他の社会福祉施設等へ入所する場合
　㈢ 死亡による退院、退所等の場合

地域移行支援事業者が、給付決定障害者の精神科病院、障害者支援施
設等、救護施設等又は刑事施設等からの退院、退所等をする日が属す
る月（翌月に退院、退所等することが確実に見込まれる場合であっ
て、退院、退所等をする日が翌月の初日等であるときにあっては、退
院、退所等をする日が属する月の前月)に、指定地域移行支援を行っ
た場合（42(2)に定める場合を除く。）に、１月につき所定単位数を
加算していますか。

いる
いない
該当なし

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の3注2

退院・退所月加算を算定する給付決定障害者が、精神科病院に入院し
た日から起算して３月以上１年未満の期間内に当該精神科病院から退
院した者である場合には、更に１月につき所定単位数に５００単位を
加算していますか。

報酬告示
別表第1の4注2

＜留意事項通知　第三の１(7)①・②＞

利用を希望している者に対し、地域において障害福祉サービスを利用
するに当たっての課題、目標、体験期間及び留意事項等を地域移行支
援計画に位置付けて、障害福祉サービスの体験的な利用支援を行った
場合に、利用日数に応じ、算定できるものであること。

当該者に対する地域移行支援の給付決定が更新された場合において
は、当該更新後から再度15日を限度として算定できることに留意する
こと。

（1）障害福祉サービスの体験利用加算（Ⅰ）

報酬告示
別表第1の4注3

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市に届け
出た地域移行支援事業所において、障害福祉サービスの体験利用加算
(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合に、更に１日につき所定単位数に５０単
位を加算していますか。

【厚生労働大臣が定める基準】（平成30年校正労働省告示114・四）
　〇次のイ及びロのいずれにも該当する事業所であること
　　イ　運営規定において、当該事業所が市町村により地域生活支援拠
　　　点等として位置付けられていることを定めていること
　　ロ　事業所の従業者のうち市町村及び関係機関との連携及び調整に
　　　従事する者を１名以上配置していること

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の4注1

　地域移行支援事業者が、給付決定障害者に対して、障害福祉サービ
スの体験的な利用支援を提供した場合（42(2)に定める場合を除
く。）に、体験的な利用支援の提供を開始した日から起算して５日以
内の期間について、１日につき所定単位数を加算していますか。

報酬告示
別表第1の3
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項目 点検のポイント 点検 根拠

①

⑥

⑤

〇

⑴

⑵

〇

〇

報酬告示
別表第1の6
別表第2の4

【厚生労働大臣が定める基準】（平成30年厚生労働省告示114・六）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

住宅確保要配慮者居住支援法人又は住宅確保要配慮者居住支援協
議会との連携により、利用者の住宅の確保及び居住の支援を図る
体制を確保していること。

⑴に規定する体制を確保している旨を公表していること。

＜留意事項通知　第三の１(9)　第二の３(7)⑫を準用＞

「情報の共有」については、原則、対面による情報共有のほか、テレ
ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、障害
を有する者が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮
を行うこと。

情報の共有を行った日時、場所、内容、共有手段（面談、テレビ電話
装置等）等について記録を作成するともに、市長から求めがあった場
合については、提出しなければならない。

５０
居住支援連携体
制加算　＊

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市長に届け出た地
域移行支援事業所及び地域定着支援事業所において、住宅確保要配慮者居
住支援法人又は住宅確保要配慮者居住支援協議会に対して、１月に１回以
上、利用者の住宅の確保及び居住の支援に必要な情報を共有した場合に、
１月につき所定単位数を算定していますか。共 通

いる
いない
該当なし

移 行

　地域移行支援事業者が、給付決定障害者に対して、体験的な宿泊支
援を提供し、かつ、当該給付決定障害者の心身の状況に応じ、当該給
付決定障害者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な見守り等
の支援を行った場合（42(2)に定める場合を除く。)に、体験宿泊加算
(Ⅰ)及び体験宿泊加算(Ⅱ)を合計して１５日を限度として、１日につ
き所定単位数を加算していますか。

（3）地域生活支援拠点等の場合 いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の5注3

＜留意事項通知　第三の１(8)⑤・⑥＞

体験的な宿泊支援を利用する者の状況に応じて、夜間及び深夜の時間
帯を通じて見守り等の支援が必要な場合であって、当該体験宿泊場所
に夜間支援従事者を配置又は少なくとも一晩につき複数回以上、当該
体験宿泊場所への巡回による支援を行った場合に算定できるものであ
ること。

当該者に対する地域移行支援の給付決定が更新された場合において
は、当該更新後から再度15日を限度として算定できることに留意する
こと。

　地域移行支援事業者が、給付決定障害者に対して、体験的な宿泊支
援（単身での生活に向けたものをいう。）を提供した場合（42(2)及
び49(2)に定める場合を除く。）に、体験宿泊加算(Ⅰ)及び体験宿泊
加算(Ⅱ)を合計して１５日を限度として、1 日につき所定単位数を加
算していますか。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の5注1

（1）体験宿泊加算（Ⅰ）体験宿泊加算
＊

＜留意事項通知　第三の１(8)①・⑥＞

単身での生活を希望している者に対し、単身での生活に向けた課題、
目標、体験期間及び留意事項等を地域移行支援計画に位置付けて、体
験的な宿泊支援を行った場合に算定できるものであること。

（2）体験宿泊加算（Ⅱ） いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第1の5注2

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市に届け
出た地域移行支援事業所において、体験宿泊加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定
する場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算しています
か。

【厚生労働大臣が定める基準】（平成30年校正労働省告示114・四）
　〇次のイ及びロのいずれにも該当する事業所であること
　　イ　運営規定において、当該事業所が市町村により地域生活支援拠
　　　点等として位置付けられていることを定めていること
　　ロ　事業所の従業者のうち市町村及び関係機関との連携及び調整に
　　　従事する者を１名以上配置していること
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項目 点検のポイント 点検 根拠

〇

〇

〇

〇

＜留意事項通知　第三の２(6)　第二の３(7)⑪を準用＞

　地域定着支援事業所の利用者のうち、精神科病院等に通院する者につい
て、当該利用者の自立した日常生活を維持するために必要と認められる場
合において、当該事業所の従業者が、あらかじめ当該利用者の同意を得
て、当該精神科病院等の職員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等
の当該利用者の自立した日常生活の維持に必要な情報を提供した場合に、
当該利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算していま
すか。

いる
いない
該当なし

報酬告示
別表第2の3

情報提供を行った日時、提供先、内容、提供手段（面談、文書、ＦＡ
Ｘ等）等について記録を作成し５年間保存するとともに、市長から求
めがあった場合については、提出しなければならない。

「利用者の自立した日常生活を維持するために必要と認められる場
合」とは、服薬の管理が不十分である場合や生活リズムが崩れている
場合等であること。

５１
地域居住支援体
制強化推進加算
＊

　地域移行支援事業所及び地域定着支援事業所の従業者が、当該事業所の
利用者の同意を得て、当該利用者に対して、住宅確保要配慮者居住支援法
人と共同して、居宅における生活上必要な説明及び指導を行った上で、協
議会又は保健、医療及び福祉関係者による協議の場に対し、当該説明及び
指導の内容並びに住宅の確保及び居住の支援に係る課題を報告した場合に
当該事業所において、当該利用者１人につき１月に１回を限度として所定
単位数を算定していますか。

共 通

報酬告示
別表第1の7
別表第2の5

＜留意事項通知　第三の１(10)　第二の３(7)⑬を準用＞

説明及び指導の内容並びに住宅の確保及び居住の支援に係る課題は、
協議会等への出席及び文書等による方法で報告すること。

５２
日常生活支援情
報提供加算　＊

定 着

いる
いない
該当なし

協議会等に対し報告した日時、報告先、内容、報告方法（出席及び資
料提供、文書等）等について記録を作成し５年間保存するとともに、
市長から求めがあった場合については、提出しなければならない。
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